
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第28号 

答申番号：令和７年度答申第27号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

 １ 審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

請求人は、意欲低下、気分の落ち込み、不安感等の症状がとても強く、次のと

おり日常生活に多大な支障を生じ、援助を要する状態であるから、請求人の障害

等級を３級とした原処分（精神障害者保健福祉手帳の障害等級決定処分）は違法

又は不当であると主張しているものと解される。 

(1) 食事は不規則で栄養バランスを考えておらず、空腹感がなければ食事を摂ら

ずに横になったままの時間も多いため、援助を要している。 

(2) ほとんど着替えず洗濯は２か月に１回程度で、数日に１回のシャワー浴以外

に洗面及び洗髪はできず、風呂やトイレ掃除も全くしていないため、非常に不

衛生で乱雑であるから、援助を要している。 

(3) 金銭管理は自分でしているが、買い物へ外出する意欲はなく、スーパー等に

行くこともあるが、他者との接触に非常に強い不安感がありレジに並んで待つ

だけの行動で具合が悪くなったり、急激にいら立ちを覚えたりするため、買い

物には行けず、援助を要している。 

(4) 外出すること自体が不安であり、通院もかなりの苦痛を強いられており、医

師に病状や生活の様子を伝える際も十分には伝えられないため、援助を要して

いる。 

(5) 他者と接触すると過度に不安になったり、いら立ちを覚えたりし、めまいと

動悸で動けなくなり、レジやバス停に並んでいる時にも周囲に援助を求める事

は困難である。 

(6) 人の多い場所や他者との接触によりめまいや動機、急激にいら立ちを覚えた

り、パニック状態になるため、公共交通機関や公共施設の利用は困難であり、

社会的手続についても病院のソーシャルワーカーの援助を要している。 



(7) 前述のような症状により行動が制限されており、社会的文化的活動は全く営

めていない。 

２ 処分庁の主張の要旨 

  請求人が精神障害者保健福祉手帳（以下「手帳」という。）の新規交付申請に

添付して提出した診断書（以下「本件診断書」という。）の記載内容から、北海

道立精神保健福祉センター（以下「センター」という。）は、判定会議において

「精神疾患（機能障害）の状態」と「能力障害（活動制限）の状態」を総合的に

判断した結果、請求人の障害等級は３級に該当すると判定したものであり、この

判定を受けて処分庁が行った原処分に違法又は不当な点はない。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

１ 原処分は、本件診断書に基づき、センターの審査判定を得た上で行われており、

法令等の規定に従い、適正に行われたものであるから、違法又は不当な点は認め

られない。 

２ 本件診断書によると、請求人の主たる精神障害は「不安抑うつ障害」とされ、

その精神疾患（機能障害）の状態は、「抑うつ状態」として「思考・運動抑制」

及び「憂うつ気分」が、「不安及び不穏」として「強度の不安・恐怖感」が、そ

れぞれあるものの、その他の重篤な症状はなく、また、「不安抑うつ症状が蔓延

しており」、「過去には１，２年外出せず、入浴もしなかった時期がある」との

記載があるが、外出や入浴ができなかったのは過去の状況であり、現在は、イン

ターネットを利用しての買い物や受診時の外出、必要最低限ではあるが掃除や洗

濯などは自分で行うことができていることから、対人不安は残存しているもの

の、情態像等は改善しているといえ、請求人の精神疾患の状態の程度は著しいも

のとは認められない。 

  他方、「日常生活能力の程度」は、２級相当と考えられる「精神障害を認め、

日常生活に著しい制限を受けており、時に応じて援助を必要とする。」とされて

いるものの、日常生活に関する能力障害程度を示す４項目の全ての項目が「自発

的に（おおむね）できるが援助が必要」な状態であることから、能力障害（活動

制限）において精神障害２級とされる「日常生活が著しい制限」を受ける程度と

まではいえない。 

  その上、社会生活に関する能力障害程度を示すその他の４項目のうち１項目

（「通院と服薬」）については「おおむねできるが援助が必要」、他の３項目（「他

人との意思伝達・対人関係」、「社会的手続や公共施設の利用」及び「趣味・娯



楽への関心、文化的社会的活動への参加」）については「援助があればできる」

状態であることからも、請求人は、社会生活に一定の制限を受けながらも、活動

することができていると認められる。 

  センターは、以上のような本件診断書の内容から、認定の基準に照らし、精神

疾患（機能障害）の状態とそれに伴う生活能力障害の状態の両面から総合的な判

定を行った結果、請求人の障害等級を３級相当として判定したことが認められ

る。 

 ３ 請求人は前記第２の１のとおり主張するが、手帳の障害等級の判定は本件診断

書の記載内容に基づき適正に判定されたものであり、請求人が日常生活に支障が

生じていると主張する内容が、当該判定を覆す事情とまでは認められないから、

請求人の主張を採用することはできない。 

 ４ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、請求人の主張は理由

がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

  

第４ 調査審議の経過 

令和７年12月３日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43条

第１項の規定に基づく諮問を受け、同月８日の審査会において、調査審議した。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

手帳の交付は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づき都道府県知

事が行うものとされ、同法及び「精神障害者保健福祉手帳制度実施要領について」

の別紙「精神障害者保健福祉手帳制度実施要領」によると、手帳の交付の可否及

び障害等級の判定は、精神保健指定医その他精神障害の診断又は治療に従事する

医師の診断書に基づいて都道府県が設置する精神保健福祉センターが行った判

定結果を受けて、都道府県知事が行うこととされている。 

また、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（以下「政令」という。）

第６条第３項において、「精神障害の状態」が、「日常生活が著しい制限を受け

るか、又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの」は障害

等級２級と、「日常生活若しくは社会生活が制限を受けるか、又は日常生活若し

くは社会生活に制限を加えることを必要とする程度のもの」は障害等級３級と、

それぞれ定められている。 

そして、「精神障害者保健福祉手帳の障害等級の判定基準について」の別紙「精

神障害者保健福祉手帳障害等級判定基準」（以下「判定基準」という。）による



と、不安抑うつ障害は判定基準の表の「その他の精神疾患」に該当し、その精神

疾患（機能障害）の状態については、同表の統合失調症、気分（感情）障害、非

定型精神病、てんかん、中毒精神病、器質性精神障害及び発達障害における２級

の精神疾患（機能障害）の状態に準ずるものが２級に、３級の精神疾患（機能障

害）の状態に準ずるものが３級に、それぞれ該当するとされている。このような

処理基準の内容は、関係法令の解釈を行う上での具体的な審査基準として、特段

不合理な点は認められない。 

   そこで本件診断書をみると、請求人の主たる精神障害は「不安抑うつ障害」と

され、従たる精神障害はないとされている。また、請求人は、抑うつ状態として

「思考・運動抑制」及び「憂うつ気分」の症状が、不安及び不穏として「強度の

不安・恐怖感」の症状が、それぞれあるとされ、これらの症状の具体的な程度等

については、「不安抑うつ状態が蔓延しており、特に意欲低下と外出や他者と接

する際の不安感が強く」、「家族を含め他者との交流も全くない。」とされてい

るものの、インターネットでの買物、受診時の外出、必要最小限の掃除や洗濯等

は自分で行うことができるとされ、その症状の著しさを想起させるような記載は

ない。 

   他方、能力障害（活動制限）の状態は、「日常生活能力の判定」のうち、社会

生活に関する能力障害の程度は、４項目中「通院と服薬」の１項目が「おおむね

できるが援助が必要」と、「他者との意思伝達・対人関係」、「社会的手続や公

共施設の利用」及び「趣味・娯楽への関心、文化的社会的活動への参加」の３項

目が「援助があればできる」とされ、「日常生活能力の程度」は、おおむね２級

程度とされる「精神障害を認め、日常生活に著しい制限を受けており、時に応じ

て援助を必要とする」とされ、「外出や他者との交流、身辺の清潔保持がほぼ困

難で無為自閉的な生活となっており、日常生活、社会生活への支障は大きい」と

されているものの、「日常生活能力の判定」のうち、日常生活に関する能力障害

の程度は、４項目のうち全ての項目が「自発的に（おおむね）できるが援助が必

要」とされ、障害福祉サービスを利用することなく独居生活を送ることができて

いるとされている。 

   こうした本件診断書に記載された事実関係からすると、請求人の精神疾患及び

能力障害の状態は、「日常生活が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい

制限を加えることを必要とする程度のもの」（政令第６条第３項に定める障害等

級２級の状態）とまでは認められないとして、請求人の障害等級を３級としたセ

ンターの判定とそれを受けて原処分を行った処分庁の判断には、いずれも看過し



難い過誤欠落又は著しく不合理な点はなく、違法又は不当な点は認められない。 

   なお、請求人は前記第２の１のとおり原処分は違法又は不当と主張しているも

のと解される。しかしながら、請求人は日常生活又は社会生活に一定の制限を受

けていることが認められるものの、その症状に著しさは認められないことから、

政令第６条第３項に定める障害等級２級の状態とまではいえず、請求人の主張を

採用することはできない。 

   以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請求

は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、これ

を是認するものである。 

 

 

    北海道行政不服審査会 
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